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社会主義の生産配置と経済効率の問題  
－ア・エ・プロブストの所説を中心としてニー  

石 津 英 堆  

1． ま え が き  

ソ連邦で地域経済分析にたいする理論的関心が高まり，その研究が本格化し  

たのほ比較的新しい。多くの人びとがすでに指摘しているように・，それほ1959  

年の穿21回党大会以降とみられる。もっとも生産力の地理的配置に閲すろ決議  

がおこなわれたのは，これに先立つ56年の第20回大会であった。その後シ連邦  

科学アカデミー経済研究所が「ソ連の経済地域の専門化と総合的発展の基礎」  

に関する研究に着手していらい，多くの人びとによって産業配置論や生産力配  

置論が勢力的に展開されるようになり，現在でほ地域経済論の総合研究がよう  

やく活商化し，同時に諸外国の研究成果の吸収も盛んにおこなわれている。ソ  

連邦の地域経済論がいかなる課題のもと紅，どのような方向に・進展しつつある  

か，また各種の問題に・閲す－る論争状況がどのようであるか，についてはすでに 

（1） わが国でも古賀氏によって了紹介されている。古賀論文は現在のところソ連邦の  
ヽ 地域経済論を知るうえで最も便宜であり，各種の問題に・ついでの論争なり，ソ  

連学者の見解の相違をみるうえですぐれた論文である。   

筆者は．さきに『社会主義国際分業と経済効率の問題』をとりあげたが，今回は 

その国内版ともいうべきソ連邦の生産力配置の問題紅ついて検討を試みること  

に．した。筆者ほ現在のところソ連邦の地域経済論を多面的に．研究しておらず，  

もっぱら経済学における数学的方法の応用という側面から，産業連関分析や線  

型計画法が地域経済分析にどのように用いられてヤ、るかに関心を寄せてきた。  

これら紅ついては別の機会にソ連邦の現状を紹介し検討して－みたいと考えてい  

（1）古賀正則，「ソ連の地域経済論について」，『’経済学雑誌』，第53巻第1号，72～94ぺ  
・－ジ。   
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41  社会主義の生産配置と経済効率の問題  ーーJJ－  

る○しかしそれ以前に社会主義工業の配置と経済地域の生産専門化の理論的お  

よび方法論的問題を検討する必要を感じ，そ・の方面でほ最も体系的に研究が進  
（望＼  

められているア▼ニこ・プロブストの著書を中心に現状をみることにした。ソ連  

邦の地域経済論でほ経済地域，生産配置，経済地域の総合的発展などが中心課  

題とされて－いるが，筆者がここでもっばら対象とするのほ生産配置の問題であ  

り，そ■の経済効率分析であることを初めに指摘しておきたい。  

2・社会主義工業配置の意義  

社会主義に・おける生産力配置のあらゆる問題は，資本主義とほ根本的に異っ  

た方法にもとづいて解決される。周知のように，社会主義の計画化は動態過程  

における国包経済のあらゆる要素の均衡（最適比例性）を維持しなくてはな  

らない。プロブストは，この要請ほ次の8っの局面にあらわれるとみている。  

すなわち，その筋1はたえまない拡大再生産を保障する発展テンポの最適な連  

関，つまり長期における独自の比例性である。第2は社会的生産の調和的な構  

造，いいかえると，拡大再生産のもとでの個々の部門と個々の要素の最適な連  

関であり，第3は社会的生産の空間に・おける比例性，つまり地域に．おける社会  

的生産の調和的配分と，個々の経済地域内部の比例的な生産配置である。これ  

らの3つの局面匿おける由民経済の最適なつり合いが決定されるとき，最大限  

の経済効果が達成される。いうまでもなく，これらの3っの異った局面は密琴  

な相互関係をもつ。個別部門のつり合いは．，社会的生産の発展テンポに依存す  

ると同時に，それほひるがえって将来の発展テンポを決定する。他方，社会的  

生産の地域組織ほ国民経済の発展水準とそのテンポに依存する。そして社会的  

生産の地域組織ほ経済全体の発展テンポ軋本質的な影響を及ぼす。生産部門構  

造のつり合いと地域生産構造のつり合いは，そのいずれもが社会的分業から発  

生することをみれば，両者の間に相互関係が存在することは明らかである。社  

会的分業は生産部門の専門化を生ぜしめ，生産部門相互の間にはつねに．きびし  
サ  

（2）A・El・npO6cT，Pa3Me叫etIHe COIIHaJrHCTHtleCZ（0葺zTpOMZ，ILuJIeHZIOCTH，1962 
9q坤eIくTHBHOCTbreppHTOp拷aJIbHO丘OpraHH3a叩HrrpOH3BOACTBa，1965 
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いつり合いが要求される。他方，地域的分業ほ経済地域の生産の専門化となっ  

てあらわれるが，そこでは地域経済の発展に．おけるきびしいつり合いが要請さ  

れる。このように生産部門の形成と経済地域の形成ほともに．社会的分業の同じ  

過程の2つの側面をなしている。   

さきに．指摘した3つの局面のすべて紅ついて調和的な結びつきを発見しよう  

とすれば，あくまこでも真に．国民経済的な観点を首尾－・質して遵守することが必  

要な前提となる。社会主義における生産配置の問題を処理するばあいの根本的  

な特徴は．この点に．ある。こ．うした観点を見失っては国民経済の最適性の発見は  

もとより不可能というべきである。いいかえるならば，国民経済全体に．ついて  

の効果を最大化するという観点から社会主義紅おける生産力配置の問題が把握  

されるのである。  

地域は生産活動がおこなわれる自然的な基礎である。もとより地域紅存在サ 

る諸企業ほ．経済的に．結びつけられており，それらの間でほ地域的な共通性がつ  

くりだされるだけでほ．なく，経済的な共通性がつくりだされる。いか紅すれば  

すべての地域を社会的再生産全体のために．よりよく利用できるのか。本来それ  

自身ほつねに地域的であるところのすべての自然資源，すなわち有用鉱物や恵  

まれた気候，水資源や地理的状態その他をいかに．してよりよく利用するのか。  

この目的のために．どのようにして歴史的遺産・一幾世代に．もわたって形成される  

生産フォンドや非生産フォンド，文化底値，住尽そのもの（地域的に．不均等に  

分布せる労働資源）－をよりよく利用するのか。明らかに．これらの課題ほ，個  

別企業や個別部門全体の最適佐を発見したからといって直ちに解決されるもの  

ではない。要するに，個別的な最適性を寄せ集めたからといって，・それに．よっ  

て国民経済の最適性が別段保証されるわけではない。   

以上のような見解に立って，社会的生産の合理的な地域組織に関する問題を  

解決しようとすれば，－・般的な問題から部分的な問題へ進むべきであって，決  

して・そ・の逆であってほ．ならない。社会主義の生産力配置を正しく解決するばあ  

いの重要な方法論的前提がここにある。ソ連邦では歴史的に．みても初めに国民  

経済の計画化が着手され，同時紅経済地域の区分がなされて－いる。こうした点   
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に・そ・の具体的なあらわれがみられ卑。  

（3）  地域経済分析に．あたって最も重要な問題のひとつをなすのが地域区分の問題  
である。経済地域区分は国民経済の地域組織の基礎であり，そ・れは同時に全国  

民経済の計画化と密接に．関連している。社会主義の経済地域区分ほ個々の経済  

地域の間に存在する地域的分業にもとづいて－なされる。経済地域ほおのおの－ 

定の生産の専門化を有し，それほ社会的分業によって決定される国民経済的な  

機能を遂行し，その長期発展は．社会的生産の全般的発展によって∵提起される国  

民経済的な課題に対応しなぐて－はならない。   

ソグェトの計画化では経済地域はそれぞれ地域的分業の結果として分化せる 

国民経済的総体の地域部分として処理される。そこでは国民経済を一・般的なも  

のとし，また経済地域を部分的なものとして扱う。そして同時に．地域は単一の完  

全な経済組織（カテゴリ－）として検討される。地域の経済的な統一偲，社会  

的分業転．ぉけるその機能，地域の長期的発展がほかられる全般的な長期の課題  

によって決定される。さらに経済地域の統一・は，地域間分業によって提起され  

る国民経済の一億の課題の遂行に．おけるその－・般的役割だけではなく，その内  

部の経済的結びつきに．よっても決定される。このよ．うな意味において経済地域  

ほ多様な生産の地域生産総合体をなすのである。   

経済地域区分についてはソ連邦の学者の問でも統劇した見解があるわけでは  

ない。とれについてはすでに．古賀氏のすぐれた紹介があるので，改めてこの間  

題には触れる必要もない。プロブストの見解では，「経済地域ほそれ自体一億  

の生産の専門化をともなう国民経済の領域的な－・部をなし，地域的分業のなか  

で－・般的な経済的課題（機能）に統合された国民経済の領域的な一・部をなす。  

それぞれの地域は．，細胞の一・定の結合が生物体の完全な器官をつくりあげてい  

（4） るように，完全な経済的総体である」と解され，経済地域は「客観的に．存在し  
（5） 機能する経済組織である」としている点で特徴的である。  

（3）地域区分紅関する諸見解については，前掲古賀論文参照のこと。  

（4）npo6cT，Pa3MeLueHHe COIIHaJZHCTHqeCZ（0蕗rTPOMbILuTIeHZlOCTb，Crp”119・  
（5）TaM Xe，Cでpl・124 
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（¢）  

またさきに触れた地域生産総合体の把握についても見解の相違がみられる。プ  

い1 ロブストのばあいに．は，2種類の地域生産総合体が構憩されている。すなわ  
ち，その節1は，ひとつの地理的地点または地理的中心紅限定されて小る総合  

体であり，その規模は比較的小さく，種々の生産の統一一顧縮もしくは唯一・の大  

工業コンビナートとそれに潜びつけられる若干の企業からなりたつものを指  

す。このばあいその地理的中心にほ，一足の生産的総合に・よって相互に結びつ  

けられた多数の企業が存在し，これらの企業相互間では地域的近接性に・よって  

いっそう緊密な，直接的な生産的結合がつくりだされ，すべて－の企業がひとつ  

の地域生産総合体を構成する。普通これが地域工業センタ－，工業結節点と呼  

ばれる。第2の地域生産総合体はこ 

うちに．数個の地域土業センターを含む。前者と区別してこれを地方的生産地域  

総合体と呼ぶ。このようなプロブ．ストの見解にたいしてはアランビエフの批判  

がある。その詳細は古賀民の論文を参照されたい。   

ところで，ソ連邦の国民経済計画化は，各段階に．おいて国民経済全体の長期  

的発展という見地から，それぞれの経済地域の生産専門化をい・つそう正確な根  

拠のあるものたらしめようとしてきた。こ．れに関する具体的な状況について：は  

ここでほ．詳述しない。－・般論的に小えば，地域的分業の発展と拡大につれて，  

あるいはまた経済的後進地域が高揚し新しい地域が経済活動に参加するにつれ  

て，個々の地域の生産専門化を精確紅するだけではなく，それを変えることが  

必要になってくる。地域の生産専門化が発展し変化するのに応じて，国民経済計  

画化は地域という枠内での内部の経済的結びつきを合理的に・発展させ，地域の  

総合的発展を保障させることが当然に要請される。このような地域生産総合体  

としての経済地域を出発点に．おくとき，地域生産組織の最下級の環（ないしは  

細胞）としての個別企業の配置問題が正しく解決される。経済地域内部と，地  

域の－・部をなす比較的大きくない領域内部での個別企業の配置は，その相互の  

（6）地域生産総合体の概念規定そ・のものも相違しているが，同時に用語さえもまだ不統一・   

の段階に．ある。前掲古賀論文87ぺ・一汐以下参照のこ′と。  

（7）口po6cT，Pa3MeuLe打HeCOIIHaJTHCTIイtleCI（0葺npoMZiTZnlIeHHOTZ），CTp”106ql13L   
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結びつきが保障されたとき合理的なものたりうる。   

経済的に合理的に腐織されたひとつの共通な領域に‥おけるさまざまな企業の  

結びつきは，補助的な設備と生産に要する支出，輸送，通信および公営事業に  

要する支出を国民経済的に．大きく節約させ，その共通な建設を低廉化し，社会  

的労働生産性の増大をもたらす。これらはすべて地場の総合的な経済開発の課  

題を決定し，それとの関連に．おいて一地域計画の課題を決定する。国民経済発展  

の長期計画とそれぞれの経済地域の生産車門化計画を含む地域的分業とを基礎  

として，結局は地域内の工業配置の計画ほ具体的な地点の選定に・まで進む。地  

域計画に．よってさまざまな部門の工業配置の合理的な結びつきが達成され，最  

後にほ個々の地点におけるエ学上・建築上の開発計画にまで進む。国民経済全  

体に潜まって具体的な地点と個々の生産企業とで終る社会的生産の地域組織の  

このようなレステムほ，社会主義のもとでのみ可能とされる。   

ソグ．ェトの計画化は，歴史的に形成された（自然発生的な）経済地域の改造  

と修正につゃての経験だけではなく，全く新しい地域生産総合体の建設の経験  

をももつている。この歴史に．ついては別個に論ずべきであろう。ともあれ，ソ  

連邦における地域計画の対象ほ，個々の企業を孤立させて検討することにある  

のではなく，全社会的生産の地域組織なのである。国民経済的な利益から出発  

し，社会的な地域的分業にもとづいて，個々の経済地域の生産専門化が－・定の  

地域生産総合体として決定される。さらに．地域間分業払おける－・般的課題と地  

域の槻能とに．もとづいて，それぞれの地域内に．おけるさまざまの地域生産総合  

体と個別企業の配置と構造が決定される。重ねていえば，国民経済のあらゆる  

要素の配置に．おける真の国民経済的な最適性を達成する必要な前提は．，社会的  

生産の地域組織にたいする国民経済的観点を一貫して守ること，より一・般的な  

ものから部分へ接近すること，部分的総体に．たいする国民経済的総体の優位を  

維持することにある。こうしたことがらは社会主．義のもとでのみ初めて貫徹さ  

れうるのである。   

さきにみたごとく，社会主義の生産配置は，他の社会構成体におけるそれと原  

理的に．異った独自の塑をもつが，それは社会的生産の地域的組織の独自の体系   
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を媒介として形成される。それではこの問題に．ついてプロブス＝はいかなる見  
（る）  

解を寄せているか，．以下払おいて：これを検討する。   

社会的労働生産性のたえまない増大という法則ほ，一最高の技術に．もとづいて  

社会主義生産の不断の拡大と改蕃とを決定する。時間の節約，すなわち社会的  

労働の生産性の増大は社会主義生産の地域的組織をも決定する。   

まず第1に社会的労働生産性のたえまない増大という法則一社会．主義の最も  

藷要な経済法則のひとつである－ほ．，社会主義的生産配置の面に．もあらわれ  

る。社会主義的生産配置とすべてのその地域組織ほ，まず第1に．個々の生産要  

素間の空間的なへだたりと，生産と消費との間の空間的なへだたりとを克服す  

るに要する労働支出を規制するところの，労働節約の特殊な法則によって一決走  

される。周知のように，工業生産物の需要地域ほその生産地域とほ．－・致しえな  

いし，現実に．ほ．多くのばあい－・致していない。同様に．工業生産地域と原料およ  

び嘩料＝エネルギ・一基地の地理的配置とほ領域的には－・致しえない。自然資源  

の分布，特に有用鉱物と生産にとって最も恵まれた自然条件ほそれ独自の自然  

法則によって一決定され，住民や生産配置の歴史的法則とは基本的に異なって  

いる。   

住民や労働資源の歴史的に形成される分布ほ，多くのばあい工業に．とって最  

も重要な有用鉱物資源の分布とは一致しない。それ紅また原料資源の分布はし  

ばしば燃料＝エネルギ－資源や水資源その他の自然資源の分布とも－・致しな  

い0種々の生産要素ほ空間的紅分断され，多くのばあいそれらは遠くへだたっ  

て互いに存在している。   

このような空間的分断の結果，社会主義では．生産配置は国民経済的な問題と  

しで提起される。現代の社会的生産でほ個々の生産要素が地域的に広く分布し  

てこいることから，原料や燃料や完成生産物の輸送に巨大な労働藍を支出しなく  

てはならない。そしてこの労働支出の大きさは直接生産配置に依存し，その地  

域的組織に依存している。このような支出が社会の総労働支出払おいて大きい  

（8）npO6cT，TaMXeりCTp・12q21小9¢申eIくTHBHOCTbTeppZ4TOpHaJ7bt†0葺Opram13arrHH   
HpOH3BOACTBa，CTpり15－35・   
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割合を占める以上，それは当然に社会的労働生産性の大きさに決定的な影響を  

及ばす。社会主義生産の合理的な地域組織は，さき紅指摘された空間的なへだ  

たりを克服するために支出される労働を最大限に節約することによって最高の  

社会的労働生産性を保障しなぐてほならない。この経済法別の本質についてほ  

すでに．1918年に．レ」－ニンによって定式化されている。   

エ業配置の特殊な経済法則は，その特殊な経済に対応して個々のエ業部門で  

異なった形態であらわれる。完成生産物の輸送費にたいして原料と燃料の輸送  

費が高くつくような多くの加工工業の部門でほ，それは煉料と燃料の源泉に近  

いとこ．ろに．これらの部門を配置するという法則となって－あらわれる。こ．のよう  

な配置によってこれらの部門では生産と消費の個々の要素の間での空間を克服  

するための労働支出を最大限に節約することが可能となる。また総生産費に・占  

めるエネルギ」－支出が高いようなエネルギー集約的な生産部門に・とっては，燃  

料とエネルギーの源泉に近いところにこの部門を配置することが最も効率的と  

なる。このような配置のもとでエネルギ－集約的な生産は．最高の社会的労働生  

産性を達成する。これとは反対に原料や燃料の輸送費にたいして完成期の輸送  

費が最も高いような加工工業部門把．とっては，この部門を完成財の需要地に近  

いとこ．ろに眉己置することが望ましい。工業配置の特殊法則はこのような形態を  

とってあらわれる。   

これらの法則は，輸送紀要する労働の節約という目的から個別部門の個々の  

生産段階の空間的分割の経済的な合目的性を決定する。この法則に・対応して大  

鼠の原料や半製品の加工と関連する個々の生産段階ほ，もしそれか第一次加エ  

の生産物と比較して輸送しにくいものであれば，原料や燃料やエネルギ1－の近  

くに配置される独立の専門的な生産に分割される。たとえば，全生産過程のう  

ちから棉花の第1次加工段階が全く独立の棉浄化部門として分離され，その工  

場は原料の近辺に配置される。それ紅たいしてもっと輸送し易い綿繊維の加エ  

ほ．，独立の企業として分離され，第1次原料の源泉から遠くへだたって配置さ  

れる。同様把冶金に．おいて－も鉱石の加工過程ほ空間的に分割される。鉱石の第  

1次加土が行われる選鉱工場は鉱山に近く配置されるが，それは初めに選鉱さ   
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れた鉱石をさら紅加工する冶金工場とほ遠く離れることがしばしばある。   

独立の生産でも同じように生産段階が分離される。たとえば，プラスチック  

製品やゴム製品の生産はその需要地域内に眉己置されるか，労働資源が確保され  

る地域軋配置されるが，∴プラスチックや合成ゴムそのものの生産は原料およぴ  

ェネル軒－・資源の近くに配置される。同じように，アルミニュ∴－ム工業も空間  

的に分断される。すなわち穿土の生産はポ・－キサイトやかすみ石や明欝土やそ  

の他の第1次的なアルミニコ．一－ム原料産地の近くに配置される。そしてアルミ  

金属の生産（聾土の電気分解による）は，最も経済的なエネルギー資源に近く  

配置され，そして－最後にアルミナ・やアルミ製品はその需要に近く配置される0   

原料，半製品および完成品の輸送可能性の度合の相連，個々の生産段階で加  

工される資材の支出割合の相違は，全体的な生産過程の空間的分断の経済効率  

を制約し，それを構成する個々の生産の空間に．おける独特の専門化をもたら  

。   

このような生産段階の空間的分断の結果，個々の生産要素間の空間的なへだ  

たりを克服サーるために支出される社．会的労働の著しい節約が保障されうるので  

ある。社会主義のもとでの社会的生産の組織形態は．，集中化，専門化，協同  

化およびコンビナ・－・ト化のそれぞれの経済法別に．よって決定される。生産集中  

化法則の具体的な現象形態とそれに皐って決定される工業企業の最適規模ほ空  

間紅よって変化する。というのほ．，エ業の地理的配置や完成財の需要地域区分  

のいかんによって，あるいは他の多くの地域的条件に．よって工．業集中化の形態  

と限界，工簸企業の最適規模ほ．変化させられ 

距離の増大は集中化の経済的に合理的な大きさと工業企業の大規模化の効率を  

制限する。完成財需要の地域的分布の性格とその地域的集中化の度合，原料や  

燃料源泉の地理的条件，すなわち多くの地域的・地理的要因は，集中化の経済  

的紅合理的な限界と工業企業の患適規模とを合法則的紅決定する。   

さらに，同一・生産物の生産技術の選択は具体的な地域経済の特徴笹依存す  

る。したがって，すべての地域について例外なく単一・の技術が採択されること  

はありえない。企業の最適規模は，所与の生産物を生産する選ばれた技術と密   
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按な相互関係を有する。経済的条件の異なるすべての地域に．ついて同一の企業  

最適規模をひな型龍よって決めるというこ．とはできないし，それを決めようと  

すれば明らかに誤りとなる。このような誤りは，地域的・地方的要因と工業企  

業の最適規模との間の相互関係を無視すること，したがって生産配置と関連す  

る集中化の特殊法則を無視することから起る。   

生産の専門化，協同化およびコンビナ」－ト化の法則もまた地域的条件の影響  

のもとで同じような修正を受ける。さきに指摘したように，生産と消費の個々  

の要素間での空間的分断を克服するための労働支出を節約するということか  

ら，個々の段階に．おける生産過程の空間的分断が起り，1それほ専門化された独  

立の生産企業を生みだすことになる。このようなばあいの専門化は，地威的な  

専門化形態のひとつとなり，生産配置の合理化のひとつの要素となる。   

専門化，協同化およびコンビナ・－ト化の経済効率とその合理的な限界，協同  

化とコンビナート化の形態はとも虹多くの地域的条件に密接な関係を有する。  

その条件とは，生産物需要に．たいする地域の大きさと容鼠，つまりその需要の  

地域区分，原料および燃料源泉の配置，その経済と空間的結合，生産物や原料  

や燃料等の地方的な輸送条件である。   

生産内部の法則性と地域的な法則性の相互作用が新しい総合的な法則性を導  

く■。特に・一産地域における生産の集中化，専門化，協同化およぴコンビナート  

化の法則の相互作用は，個別企業の合理的な空間的結合と単一・の地域生産総合  

体における生産の特殊法則として独特の総合をもたらす。   

種類の異なる地域生産総合体におけるさまざまの生産と企業の空間的結合  

ほ．，社会主義生産の地域的組織と社会的労働生産性の向上において巨大な役割、  

をはたす。さまざまな生産と企業のもろもろの空間的結合の結果としてどの程  

度労働生産性が引きあげられるのか，また個々の地域生産総合体（地理的地  

点，地理的中心，結節点もしくほ経済地域の枠内での）の見地からみたこの種  

の結合，それらの相互依存関係，合痙的な限界，その発展方向の最も合理的な  

形態とはいかなるものか，これらのすべてほ社会主義生産の地域組織の特殊法  

則によって決定される。   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



50   第39巻 第1号  －・5ク ー  

社会的分業の経済法則は，生産部門の専門化を決定し，地域的分業の特殊法  

則として独自の空間的表現をかくとくする。さら軋後者ほ個々の地域の生産の  

専門化，規模の小さい個々の地域生産総合体，－経済センターと工業姑節点－ 

を決定する。   

社会主義経済の計画的均衡的発展法則ほ，社会的生産の地域組織常．具体化さ  

れて独自の現象形態を有する。全国民経済に．とって－一・般的なこの経済怯則ほ，  

社会的分業と生産の専門化の結果として，社会的生産の個々の生産の計画的均  

衡的な発展を決定する。この－・般法則の現象形態であるところの特殊な経済法  

則は，個々の経済地域の均衡的な発展と，それぞれの経済地域内部でのあらゆる  

生産の均衡的な発展，すなわち個々の地域生産総合体の発展の均衡を決定する。   

この一・般的な経済法別の現象形態のひとつが，地域生産力の総合的な，調和的  

な発展の特殊法則である。こ．の法則の作用の結果として，社会的労働生産性の最  

大限の増大を保障するような各地域の個別部門の発展払おける最適結合，地域  
生産力の最大限の発展が達成されるようなそれらの間のつり合いがえられる。   

しかしつねに．問題となるのほ，地域の生産の専門化とその発展の総合性との  

関係である。発展の総合性は現実に．ほきわめて限定された地域の専門化，つま  

り地域生産力の一・面的な発展を排除する。というのは，それは社会的労働生産  

性の低下を導くこと紅なるからである。地域経済の発展の総合性は，与えられ  

た生産の専門化のもとで個々の生産部門発展の最適佐，すなわち経済的に．最も  

効率的な発展の均衡を意味する。   

地域の総合性と生産の専門化とを対立させて捉えるとと紅たいしてプロブス  

トほ反対してこいる。経済地域内の発展の比例性，調和性を重視しすぎると，全  

国民経済的な磯点に．おける地域分業の役割を無視し，結局は経済的なアクタル  

キー・，地域経済の孤立性という見解把傾いてしまう恐れがある。地域経済の総  

合性の程度を地域内部の生産によるその需要の充足度といった指標で測定しよ  
（9）  

うとする見解はこれ紅通じているし，また生産サイクル，コンビナ」－ト化およ  

r9）H．H．Ko刀OCO3CIく和弘Oc汀08b！9KO【【OM朋1eCKOrO pa鰯0仔躍pOBa首H兄，1958，CTp 
145－148．   
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び協同化の完全さの程度も地域経済の発展の総合性を示す指標たりえない，と  

いうのがプロブストの．立湯である。   

合理的な工業配置と地域の生産の専門化ほ，しばしば生産サイクルの空間的  

分断の経済効率を制約する。多くの地域に．おける生産サイクルの完全さの保障  

は，このような条件のもとでは社会的労働生産性の低下を導き，生産配置の経  

済法則と地域の生産の専門化とを矛盾させる。   

総合性の程度は，生産の部門構造の分岐の程度（複雑性），つまりすべての工  

業部門と農業の発展の程度によっても決定されえない。地域間分業ほ，それぞ  

れの経済地域における全生産部門の発展の経済効率を制約する。各地域におけ  

る全部門の発展はそ・の生産の専門化と矛盾する。   

これらの指標はすべて与えられた生産の専門化のもとでの地域の個別生産部  

門の最適な比例性を特徴づけるものでほなく，その比例性は地域生産力の総合  

的調和的発展の法則紅よって保障される。   

計画的均衡的発展法則の第2の現象形態は，種々の経済地域の発展テンポの  

比例性という特殊法則である。生産の専門化は特化部門の発展に．おける比例性  

をきびしく遵守するという必然性を導く。そして地域の生産特化は異なる地域  

間の発展に．おける比例性の遵守を要求する。もっとも種々の地域の発展の比例  

性（調和）は決しですべての地域が同じテンポで発展することを意味しない。  

この点ほ．誤解してほならない。すべての地域に．ついてその経済成長率が同じで  

あるのは，全く非現実的な条件－すべての地域にとっで同一・の生産部門構造－  

が許されるばあい紅のみ可能である。   

異なった生産の専門化を有し，異なった生産構造を有する地域の経済成長率  

の最適比率は，種々の経済地域の発展テンポの比例性という特殊法則に．よって  

決定される。そしてこの特殊法則に．もとづいて＼社会主義生産の地域組織の改着  

に画する多くの特殊な課題が解決される。この法則の作用紅よって過去に．おけ  

る経済的におくれた地域の生産力が引きあげられ，資本主義のもとで甲不均等  

発展の結果が克服される。∴以上にみたように．，プロブストは．，生産の社会的組  

織が生産配置にどのような影響を及ぼすかを理論的に，そして体系的に解明し   
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ている。かれの研究のすぐれた点のひとつほここにある。  

エ集配置計画の方法論的問題  

過去払おける社会主義建設ほ．，ソ連邦における生産力の合理的な地域的配置  

で多大の成果をかちえた。しかしエ業配置の方向は正しく，社会的生産の新し  

い地域組織の国民経済的効果は大きかったた．もかかわらず，個々の工業部門の  

配置，こと軋個々の工業企業の配置ではいぜんとして少なからざる欠陥が存在  

している。新しい工業建設にとって－の地域の選定が正しかったばあいでも，個  

々の工業企業の配置にとっての地点の選定でほしばしば誤りがなされてきた。  

地域内での工業企業の建設個所の選定ほ．，全総合体という見地からみれほ必ず  

しも最適な条件にほなかった。また最適性を決定する多くの要素のうち，その  

ひとつはみたして－も他の要素については必ずしもそうではなかった。   

このような地域生産組織の計画化における現存の欠陥を取り除くためには，  

新しい各工業企業の建設個所を選定するに．さいして経済的な論拠づけを根本的  

に．検討することが必要である。過去の状況をみると，地域の企画立案作業の忠  

義はしばしば過少評価されてせた。ところが，実際紅ほそこに．おいて各地域の  

枠内に・おける個々の生産の最も合理的な配置と，地域生産総合体に・おける個々  

の生産企業の最も効率的な地域的結合紅関する問題が解決されなくはてならな  

い。地域の企画立案作業ほ，国民経済とその地域組織発展の長期計画の最も重  

要な，したがっ＼て全く必然的な要素のひとつでなくてはならない。   

社会主義的．立地論のいっそうの発展とともに，多くのもっと具仕的な地域生  

産組織の諸問題，特に個別生産部門と個別工業企業の最も効率的な配匿と地域  

生産総合体におけるその合理的結合の科学的根拠づけの方法論に関する詳細な  

検討が必要である。   

個々の工業部門の配置と各経済地域の生産特化の最も効率的なバリアソトの  

選定，地域生産総合体に・おける個別企業の最も合理的な結合のバリアソト選定  

は，必然的に．それにふさわしい技術＝経済計算に基礎をおかなくてはならな  

い。綿密で方法論的紅正しい技術＝経済計算によって初めて各バリアソトの優   
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位性と欠陥を数藍的に評価することができる。この課題を正しく，しかもいっ  

そう精確に解決しようとすると，どうしても技術＝経済計算の方法論上の改善  

が要請されるし，社会主義生産の立地論に関する若干の問題をさらに検討しな  

くてほならない。現在のソ連邦に‥おける研究ほ．それに．至る準備段階にあるとみ  

るのが適切であり，その意味でほ今後の研究発展に期待すべき点が多いとい わ  

ざるをえない。   

工業企業や工業部門の配乱 あるいほ全社会的生産の地域組織の合理的なバ  

・リアソトは，国民経済償最大限の経済効果を保障しなくてほならない。「■党は  

基本投資の効率を高めることを……最も重要視している」とソ連邦共産党の新  

綱領には書かれている。したがって－，まず第1に．異なった生産配置のバリアソ  

ト紅ついて経済効果を正しく決定することが前提とされる。   

初めに指摘したように．，社会的労働生産性の向上ほ，社会主義のもとでは．投  

資に・ついてもその他のあらゆる経済的な措置についても経済効率の基準であ  

る。この基準に・従うかぎり，おのおのの時期に．おける所与の社会的蓄積フォン  

ド，したがって必要な時間要素を考慮した投資フォンドのもとで社会的労働生  

産性を最大限紅増大させることをはからなくてはならない。   

さまざまな生産配置バリィ．アントの相対的な経済効率の決定は．，一方でほ経済  

効率計算の叫・般理論と方法とに・基礎をおくぺきであるが，他方でほその面の特  

殊性とこれに．関連せる部分的もしくは特殊な方法論上の問題の解決を考慮しな  

ぐてほ．ならない。後者のうちでも特に強調さるペき点は，生産物の生産に直接  

要する社会的支出だけではなく，需要者までの輸送に要する支出をも考慮しな  

ければならないことである。これに．関連して輸送費や地域の平均的な生産物価  

値（原価），地域的要因と条件のその大きさに及ぼす影響の決定など多くの特  

殊な問題が発生する。経済評価，原料やエネルギー基地の選択，そして長期に．  

おけるその開発の国民経済的条件をあらわす経済指標の決定にあたっては特別  

な取扱いが必要である。個々の各工業企業の配置ほ，一億の地域生産総合体と  

密接に関連し，その構造と配置とに密接につながっている。したがって，全地  

域生産総合体の配置効果ときり離して単一・企業の配置の経済効果を検討するこ   
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とはできない。   

ところで，技術＝経済計算の結論の正当性と客観性を保障するためには，まず  

もって■技術＝経済指標が比較可能なものでなくて－はならない。対比されるバ  

リアントの経済評価における多くの誤りは，播々のバリアソトについての最初  

の技術＝経済指標が比較できないことから起る。技術＝経済指標ほしばしば生  

産規模のいかんによって本質的に変化し，そのため大企業の指標ほ小企業に・と  

ってこ適用できないし，逆の場合もそうであることを考慮しなくてほならない。  

異なった方法に．よって計算される経済指標が対比されることもしはしばであ  

る。異なった価格（年次の異なった価格），異なった賃銀率のもとでほ相互に・比  

較ほされえない。また経済的内容が興ったり，包摂される経済現象の範囲が異  

なる場合も比較ほ不可能である。前述のような誤りを除き，対比されるバリア  

ソトに．ついての経済指標の完全な比較を保障するためには，技術＝経済計算の  

方法論のいっそう綿密で深い検討が必要である。   

個々のエ業部門，個々の工業コンビナートおよび総合体の配置と，個々の■地  

域の生産特化の形成に．おいてエネルギーがいかに大きい役割をはたすかほ周知  

のとおりである。エネルギーほ．はとんどあらゆる生産過程の基礎をなす。技術  

のいっそうの進歩につれて，生産過程の扱械化，電化，自動化，化学化のいっ  

そうの発展につれて，生産配置払おいても地域の生産特化の決定においてもエ  

ネルギーの役割はますます増大する。だから，ソ連邦の全地域のエネルギー指  
ヽ  

標を単一の方法によって作成すべきである。   

周知のように．，ソ連邦ほ彪大な天然のエネルギー資源を有しているが，地域  

的には．きわめて不均等に分布している。ソ連邦の潜在的な全エネルギ－資源の  

90％以上は，そのア汐ア地域（このうち86％はシベリア）に集中しており，使  

かに9％程度のものがヨーロッパ部分に．あるにすぜない。もちろん，潜在的な  

エネルギT資源の賦存状況は個々の地域紅ついても大いに異なる。したがって，  

あらゆる種類の原料と燃料の長期需要にたいする潜在的なエネルギー資源の割  

合に．よって特徴づけられるエネルギー資源の確保率についても互い紅大きく／異  

っている。   
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潜在的なェネルギー資源の確保率は，多くの工業部門の配置と地域の生産特  

化に・も多大の影轡を及嶽す。大規模のエネルギ一資源を有し高いその確保率に 

よって特徴づけられる地域は，そこにおいて無制限の規模で燃料・・エネルギ一  

工業を発展させ，他地域へ燃料とエネルギーを移出するこ．とができる。この地  

域では豊富な燃料・エネノりギー資源を基礎として広く地域間ないしは全ソ的規  

模でエネルギ－集約的な生産部門を発展させることができ，それはこのような  

地域の生産特化と地域間交換および分業に．おけるそ・の役割を決定しなけれはな  

らない。   

他方，エネルギ－資源をはとんどもたずそ・の確保率の低い地域は．，移入され  

る原料もしくほ燃料に・基礎をおくことを余儀なくされ，そこでほ．エネルギー・集  

約的な生産部門だけではなく，そ・の地域に・存在サる原料加工の一億の生産段階  

と結びついたエネルギ－・集約的な過程さえも発展させる可能性を奪われる。．エ  

ネルギー資源の低い確保率ほ，したがってこの地域の生産特化を制約し，それ  

鱒対応して地域内のつり合い，つまりこの地域の経済発展の総合性に影響を及  

ぼさずに．ほおかない。   

さらにエネルギー資源の長期的な確保率の決定にさいしては，複雑なしかし  

まだ検討されていない方法論上の画題を生む。どのような資源，どのような計  

算カテゴリー・を基礎に．採用すべきか。地質学的ないし潜在的資源の計算におい  

ては，現代の技術水準のもとで技術的紅開発可能なものだけが考慮されるにす  

ぎない。潜在的資源というのほ．，地餐学的に可能な埋蔵豊だけでほなく，技術  

的に．開発可能な埋蔵塁をも指す。しかし経済評価の観点からすれば，すべての  

潜在的資源ほ周貿でほない。たと．え開発が技術的に■可能でも経済的にほ明らか  

紅非効率な埋蔵量がそのうちには存在している。このような埋蔵塁を区別する  

こ．とがつねに．重一要である。この点に複雑な方法論上の問題が残されている。ネ  

クラソフほ，総埋蔵豊から最も遠い産地のものを取り除くととたよってこの問  

題を解決しようとしている。しかしこのような見解にほとうてい同意すること  

ほできないであろう。いかに．遠隔地に．あろうとも，したがって輸送費が高くつ  

くことだけをもってしては，その開発が非効率的であるかどうかを論証するこ   
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とはできない。エネルギ－資源の効率的な開発の限界に関する問題は深い検討  

を要する。   

ところで，工業配置と地域の生産特化に．とって決定的な意義をもつのは，一エ  

ネルギー資源の絶対的および相対的な規模でほなく，そ・の経済的評価なのであ  

る。個々の種類のエネルギー資源開発の経済効率は，個々の産地および地域毎  

紅激しく差別される。種々の潜在的なエネルギ一資源開発の経済指標ほ地域の  

エネルギ・一経済の特徴をあらわす重要な要素である。工業配置と地域の生産特  

化にとって決定的な意義をもつのは，結局のとこ．ろ潜在的なェネルギ－資源の  

確保率でほなく，経済性の高い資源の確保率である。   

地域の相対的なエネルギ一経済の特徴を示すにあたってこは，地方的なエネル  

ギー資源開発の平均的な経済指標だけでは不十分である。燃料の採掘と水力の  

確保は採掘規模に．密接に．依存する。潜在的な、エネルギー＼資源の確保率が低い地  

域にとっでの採掘規模が増大する舵ンつれて，経済的な燃料の採掘と水力の確保  

は著しく変化しうる。こ．のような地域ではあらゆるエネルギー基地は通常はす 

でに開発され完全紅利用されている。燃料とエネルギ－一にたいサーる地域需要の  

増加は，経済的に劣った指標をもった新しいエネル軒一基他の開発か，さもな  

ければ他地域から移入される燃料，したがってより高価な燃料紅よってみたさ  

れなぐてはならない。このような地域に．おける新しい企業またほ追加的に増強  

される企業は，より高価な燃料とエネルギーを需要すること虹なる。このため  

開発されるエルネギー・基地に関する平均的な経済指標ほ，新しい生産配置の効  

率につい七正しい考えを与えない。なお原料資源やその他の自然資源，労働資  

源や輸送条件などについて検討さるぺき問題が残されている。   

前述したよう紅，社会主義のもとでの生産配置は，資本主義のそれとほ原理的  

に．異なって－いる。資本主義のもとでは各企業者が自己の企業の最も有利な立地  

条件を求めようと努めるの紅反して，社会主義のもとでは個別企業の立地ほあ  

くまでも他のすべての企業や部門との密接な相互関係のもとで検討されるべき  

である。もちろん，それだけに止まらず，同時に社会的労働生産性の最大限の増  

大を給体として保障するように．，企業から構成される合理的な地域生産総合体   
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との密接な相互関係に・おいて∴検討さるべきである。このような総合体の構成，  

構造および地域組織ほ，それだけを抜きだして検討すべきではなく，それらの  

間の最適な企業という観点から他のすべての地域生産総合体との密接な関連の  

もとに検討される。   

社会主義生産の地域組織の壮大な総合的課題をとくため紅は，社会主義的計  

画化の特殊な方法に適合せる必要な手段がつくられるぺきである。計画担当者  

ほ，個々の地域生産総合体における異なる生産の最も合理的な結合形態の選択  

と箪拠づけや，異なる生産部門の配置における相互関係の分析と点検に‥おいて  

利用できる手段を身に′っけなくてはならない。この複雑な課琴の解決葉上「般的  

な考え方に・立脚することはできない。その解決に．あたっては異なるバ．リアソト  

の経済効率の正確な計算と綿密な分析が必要である。このようなバリアソトを  

それぞれ構成するために・は，個々の生産配置紅おける数量的な相互関係を示す  

ような適切な指標体系に・基礎をおくぺきである。このような指標ほ単一・の方法  

論によつて作成されなくてほならない。   

提案された総合的な指標体系（指数）一地域および部門の－は，個別企業の  

配置問題，特に地域生産総合体の問題提起と予備的解決に．とって－の手段の1つ  

として用いることができる。いうまでもなく，この間題の最終的解決は，与え  

られた具体的条件のすぺての特殊性を考慮にいれた詳細で特殊な技術・経済計  

算を基礎に・おくばあいに．だけ可儲である。問題の立て方そのものの正当性を論  

拠づけなぐてほならないような企画軋先立つ段階では．，・∵定の数患的指標を操  

作し，その分析を試み，予備的な技術・経済計算を実施することが必要であ  

る。もろもろの具体的な地域生産総合体の組織に関する問題を取りあげるばあ  

いに腰，その合理的構造が初めに個々の生産構成要素紅類別され，次にそれを  

一億の割合七相互関係において構成しなぐてはならない。このためには生産構  

成要素の配置が個々の要因に依存すること，それが他のすべての構成要素と関  

連することを特徴づけるものがなくて－はならない。このような経済指標の作成  

をいっそう発展させ改善させることなくしては社会主義生産の地域組織の総合  

的課題は解かれえない。   
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こ．のような見地からみれば，すべての工業部門と個々の種類の生産に関する  

経済指標体系の作成はきわめて大きい重要な意義をもつ。このような指標にも  

とづいて部門やエ業生産の適切な分類がなされうる。   

さらに国民経済と地域組織の計画化の改善はそれにふさわしい合∴理的な経  

済地域区分を必要とする。現行の経済地域区分はその完成からほほど遠く，し  

かも新しい条件に．は全く対応していないといわれる。その根拠はおよそ25年も  

前に．体系的に．検討されたものであるとされて∴おり，この間に国の経済もその個  

々の地域も大きく変化している。個々の経済地域の境界を硬直せる岬・回限りの  

与件とみなすわけにほゆかない。   

生産力が発展し生産配置が変化するにつれて，個々の地域の経済構造と生産  

特化の面でも本質的な変化が起ってくる。地域内部でも地域間でも新しい経済  

上の結びつきが形成され発展させられる。新しい地域生産総合体が形成される  

と，これはしばしば個々の地域の区分と新しい経済的軋形成された独．立J地域の  

区別の必要を導く．。時間がたっにつれて多くの経済地域の境界は不可避的把．変  

化せざるをえない。   

経済地域区分の検討は，国民経済の長期的轟展だけではなく，新しく増大す  

る要求にも対応しなくてはならない。そのために服地域内部および地域間の現  

存の経済上の結びつきとその長期における発展とを深く研究するこ．とが要求さ  

れる。それ紅個々の地域形成要因とその発展傾向の分析が必要である。さしあ  

たっての研究でほ，さきに．触れたように．，地域紅関する総合的な経済指標体系  

が少なからざる役割を演ずる。もっとも社会的過程の多くの側面ほ．数盈的な分  

析にほ従わない。経済埠域の形成とそ・の合理的な境界の論拠づけのさいには，  

何らの指標によっても計算することのできないような国民的・社会的・歴史的  

および政治的要因をも考慮すべきである。これらの要因は．質的な分析に．のみ従  

うのであるが，それは数鼠的な分析と正しく結合されるべきである。質的分析  

のしかるべき意義を不当に過少評価したり，あるいほ全く無視して経済地域区  

分を行うことほ許されない。   

技術・経済計算の発展とその複雑化，その精度にたいする要求の向上は，合   
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理的な工業配置問題の解決にあたって，現代の数学的方法と電子計算技術を利  

用すると．との必要性を促している。数学的方法は．，生産配置バ．リアントの選択  

問題の解決のために十分に利用される。現に生産配置のざいに生ずる輸送問題  

の解決にそれほ利用されて－おり，この面ではその利用吐きわめて効率的である  

ことが知られている。   

経済学に‥おける数学的方法の応用ほ，用いられる経済力テゴリーの内容とそ  

れらの間の数畳的関連の論拠づけが前もって規定されるばあいに．のみ大きい成  

果をあげることができる。経済学における数学的方法の応用は，理論的に事前  

に論拠づけられる経済法則を数量的に決定する可能性を与える。数学それ自体  

は経済学の対象である経済法則を規定しえないことは自明のことである。   

現在のところ，エ業配置問題の解決についての数学的方法の応用は，輸送＝  

配分問題または生産物需要の地域区分問題を中心にな′されている。経済学のい  

っそうの進歩とともに，あるいほ生産配置における法則の認識や理論に根拠づ  

けられた相互関係紅ついての認識が深まるとともに，生産配置の問題にたいす  

る数学的方法の応用分野ほいっそう拡大されることに．なろう。   

前述したような地域の総合的な経済指標体系や技術＝経済指療体系が作成さ  

れると，社会的生産の合理的な地域組織の問題をとくの紅現代の数学的方法を  

応用する新しい，きわめて広汎な基礎がつくられることになろう。   

ある部門やある種の工業生産の配置ほ，ただひとつの要因だけで孤立的紅決  

定されるものでほなく，互いに関連し，異なった組合せと結合のもとにある多  

数の要因に・よっ 

として展開されるときや，それらの間に－・次の関数関係が存在するようなとき  

には＼，こ・のような過程は比較的単純な方法によってうまく分析することができ  

る。しかし当該過程が多数の要因の相互関係のもと紅おかれるときにほ，もっ  

と複雑な現代の分析方法が必要である。このような場合には単純な方法を用い  

ることができず，ましでそのうちから最も効率的なものを選びだすのほ困難と  

いう外ほ．ない。   

前にあげた地域および部門の経済指標体系は，各個別部門だけでほなく，地   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



第39巻 欝1号  60  ・－－6〃－ 

域生産総合体におけるその結合紅用いられる立地の個々の要因と条件との間の  

複雑な相互関係の数学的分析を試みる可能性を生みだす。この指標を基礎にし  

て地域生産総合体の経済・数学モデルがつくられ，その最適構造，サなわち種  

々の生産における最も効率的な結合を論拠づけるこ．とができる。現代の計算技  

術と結びつくモデル分析ほ，ある部門の配置と他のすべての普即ヨ配置との間に  

ある多面的な関連を考慮して，もっと正確紅・一・定工業部門配置の経済的に．最適  

なバリアントの選択を導く。ソヴエトの地域経済分析ほこゐような方向に進む  

ことが予想されると同時に，その方向紅沿った研究成果がすでに発表されつつ  

ある。  

地域の生産特化の経済効率の決定  

前述したように・，地域間分業ほ．社会的労働生産性を著レく増大させるという  

可能性をつくりだす。そしてこの可能性ほ国民経済発展の長期計画において最  

大限に利用されなくて－はならない。ソ連邦払おける社会的生産組織の改善は，  

地域間分業によって生みだされる巨大なあらゆる可能性を最大限に．実現するこ  

とに1句けられている。国民経済の最も合理的な地域組織やそれぞれの地域にお  

ける生産専門化の最適バリアソトを選択するに．あたっては，地域間分業の経済  

効果を正しく決定することが必要とされる。科学的に根拠づけられた決定なし  

には，もほや前述の課題ほ解決されえない。地域的分業の効果を数量的に．決定  

しようとする試みほ比較的新しく、従来はどちらかといえばその質的評価に重  

きをおいていた。このような質から畳への移行は，国民経済計画化の改善を試  

みさいの重要な前提をなす。   

一概に経済評価の決定問題といっても，これは具体的特殊的な経済対象紅応  

じて多様な形態と局面とをもってあらわれる。しかし具体的形態の多様性紅も  

かかわらず，それが国民経済的次元で検討されるばあいにほ．，その正しい決定  

は，唯一・の基準一社会的労働生産性一・に基礎をおくべきである。しかしソ連邦  

の経済学者の間では必ずしも意見の劇致をみているわけではない。若干の経琴  

学者は，地域の生産専門化の効率とその最適構造にはいくつかの基準がありう   
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（10）  

るとして．おり，この重要な基準のひと．つとして地域の移出入の「黒字差」をあ  

げている。   

プロブストは，いくつかの基準にもとづいて経済効率問題を解決することが  

可能であるとする人びとの方法は理論的に．誤りであると批判する。かれ把よる  

と，基準というのは，そ：もそも選択をおこなうさいの基本原理もしくは評価尺  

度，最も重要な基本的観点を意味するものである。したがって．－，基本的観点が  

いくつもあったり，測定（評価）の基本原理がいくつもあったりすることほ．で  

きない。こうしたことを容認することほ，理論的矛盾を初めから認めて．かかる  

ことになる。要するに．，いくつもの基準を認めることは，測定という問題の実  

際的解決をすて去るものであり，その解決を引き延ばすに外ならない。経済効  

率指標ほ，個々の過程が多様な，ときにほ方向の異った経済的結果を招くこと  

から，・異ったものとなりうる。多くのばあいこの多様な結果は，実際に．ほ何か  

ひとつの総合的指標だけでもってしてこはあらわすことができない。   

問題を総合的に分析しようとすれば，ただひとつの経済指標だけでほなく，  

あらゆる方面の結果を特徴づける多くの経済指標の計算を必要とする。と．れら  

の指櫻ほ単一・の体系にまで導かれ，これらの指標間の相互朗係が規定され，そ  

のうちから主要なもの，決定的なものが分離され，最後にそれほひとつの共通  

なもの紅還元することに．よって：測定することが必要である。これらはすべて単  

一・の経済効率指標紅もとづいてのみ実現することができる。   

いくつかの基準によってさまざまの，ときに．は異った経済効果の指標を評価  

もしくほ測定することは別のものを導くことになる。あえ．て矛盾をさけようと  

するのであれば，あらゆるばあいに．それらの結果は相互に比較できないものと  

なる。異った基準に．よる測定（評価）の結果をどうして∴基本的なもの，決定的  

なものと認めるのであろうか。そうするため紅はさら紅何か追加的基準を設け  

るか，いくつかの提起された基準のうちのひとつをそのようなものとして認め  

るか，いずれかが必要である。このような二元論は必ず一元論紅とってかわら  

（1α CM．B．C．HeMtlHflOZl，∂z（0首OMZIZ（0〟A4aでeMaTHtleCZ（He MeTOR以■ 封【MORemH，  

1962，CTp・338“   
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れなくてはならない。プロブストほ，経済効率の唯一・の基準と・して社会的労働  

の生産性をあげ，ネムチ・ノフのよう牲地域の移出入差額を基準指標とする見解  

をきびしく批判して．いる。   

個々の経済地域は異ったテンポで発展する。社会的生密は，個々の生産部門  

字個々の地域の発展テンポの不均等を要請する。たと－えは，ソ連邦の東部地域  

や経済的払おくれた地域ないし初めて開発された地域におけ為経済発展のいっ  

そう高いテンポの不可避性ほ次の結果を導く♂すなわち，・それらの地域紅おけ  

る拡大再生産は，そこ払おける内的蓄積だけでほなく，社会的蓄積フォンドの  

地域的再配分によっても引き起される。このような条件のもとでほこの地域の  

移出入差はマイナスであるが，これほ他地域と比較してその地域の社会的労働  

生産性がより低い水準にあることを特徴づけるものでほない。   

動態モデルにおいて移出入の差額が何らの基準とはならず，しかも地域特化  

の経済効率指標にさ．え．もなりえないとすれば，それほいったい静態デモルの経  

済評価のために利用されうるのであろうか。この点についてもプロブストほき  

わめて否定的な見解を寄せて：いる。地域の生産特化による効果ほ，この地域だ  

けでほ．なく，地域間分業に参加するすべての地域においても実現される。特化  

生産物を移出する地域は，同時に．その地域で需要される生産物が高い労働支出  

を要するときには、他地域の特化生産物を移入することになる。地域の生産特  

化と地域間分業の経済効果を国民経済的視点から捉えようとするばあいに．ほ，  

地域の移出入差額は地域間での不等価交換の指標にはなりえても，個々の地域  

に関する社会的労働生産性の差を示す指腰でほありえない。   

同じ種類の同じ質の生産物を生産するばあいにも，各地域ほその自然的，地  

理的，経済的諸条件の差のために労働支出の差を伴う。周知のよう紅，地域的  

分業の経済的前提はここにある。地域分業の結果として－・定の地域にたいして  

一定の生産部門が定着させられる。このようにし．て個々の地域は，⊥雇種類の  

生産物の生産紅特化する。いまや地域ほ，本来の需要以上に．その生産を拡大  

し，他地域の需要をみたすためにそれを生産す・る。そしてこれらの生産物をも  

って地域間交換紅のぞむことになる。したがって，この種の生産物の生産ほこ   
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の地域でほ他地域よりいっそう効率的となる。いいかえると，その地域だけで  

はなく，他地域の需要をも充足するための生産物を生産する部門として各地域  

に．特化部門が決定される。   

特化部門の特徴を何に求めるかについても種々の見解がある。初めにこの間  
（11）  

題をみること紅しよう。テ・カ・ポポフは，地域の生産高紅占める割合紅．よっ  

て∴それを示そうとしている。これにたいしてプロブストは，この方法が特化部  

門と主要部門とを混同するものであるから認めがたいとしている。   

特化部門は必ずしも主要部門であるのではない。たとえば，クラルほ全ソ連邦  

のために石綿を生産しているし，石綿工業ほこの地域の特化部門のひとつとな  

っている。しかしウラル経済地域の生産高に占めるこの部門の割合はあまり大  

きくはない。同様にタングステン鉱部門はり 北コ－カサス地方の生産高に占め  

る割合からみればまだ小さいといわざるをえないが，現実軋ほ全ソ連邦にその  

生産物を供給している。この事実からすれば，疑いもなくこの地方の特化部門  

である。クラル匿おける石綿工業も，北コ」－カサス地方のタングステン部門  

も，その地域紅とっては必ずしも主要部門とはいえない。   

これらの例示からもわかるように，地域の総生産高に．占める個別部門の割合  

は，その発展規模だけではなく，地域の生産構造に．も依存するとみなくてほな  

らない。具体的な例示でこのことを次に説明しよう。製パンはいずれの地域にと  

っても特化部門でほない。パンほ腐敗しやすくかつ輸送しにくい生産物である  

から，あらゆる地域で地域内の需要だけをみたすために．生産されている。しかし  

各地域における総生産高紅占める製パンの割合は同じでほない。他の条件に．し  

て等しいかぎり，それは工業化水準の低い地域，採取工業の比重の高いところ  

でほ高く，逆妃．加工工業の比重の高い地域では．低くなって－いる。ブロブストは  

こ．うしたことから，地域の総生産高に占める部門の比重を用いて地域の特化部  

門を捉えることほ．できないという。同じように．，地域の総固定フォンド紅占め  

るその割合をもって特化部門の指標としたり，従業員の割合をもって特化部門  

（11）CM．T．Kn norIOBa，nOIくa3aTeJIH CIle叩aJIH3a朋H 9ⅩOHOMHtleCIくOrO pa鎖OHa，   
≪口刀aIlOBOeXO3月放cT8a≫，No。10，1961 
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の指標にすることもできない。  

（12）  フ．ェイギンやテレンコなどの別のグル－プの人びとは，所与の生産物の全ソ  
連邦の生産に占める地域の割合を用いて地域の特化部門を決定しようとする。  

これらの人びとの見解に．たいしてもプロプ．ストは疑問を提起している。経済の  

地域区分が単一・の分類基準にもとづき，すべて．の経済地域が同じ大きさの人口  

と同じ規模の生産高紅よって特徴づけられるのであれば，上述の方法にもとづ  

く決定はある論拠をもつ。しかし現実紅ほ個々の地域は経済上の「潜在力」そ  

のものに・ついて本質的に・異っているから，全ソ連邦の生産に占める個々の地域  

の比重の差ほ，地域の特化だけではなく，その経済規模の差をあらわすことに 

なる。たとえば，中央地域ほ．セメント生産でほソ連邦に占める比重で第1位を  

占めるが，それほこの地域の経済上の潜在力が大きく建設鼠が大きい結果であ  

る。全ソ連邦の生産に．占める比重がどんなに大きくとも，中央地域に．とって．－は  

セメントエ業ほ．そこでの特化部門とはみなすことができない。というのは／，そ  

こでのセメントは他地域のために．生産されないからである。この例示に明らか  

なように，全ソ連邦の生産に・占める地域の比重は．地域の特化部門を示す指標と  

はなりえない。   

地域の生産特化の効率とそれに・適合せる地域間交換への参加は，次のような  

地域の優位性の利用にもとづく。   

その節1ほ自然資源，すなわち，より有利な（効率的な）、強力な燃料＝エネ  

ルギ・－資源，原料および水資源の利用，一億種類の生産物の生産において他地  

域よりもはるかに．高い労働生産性を保障する有利な土譲＝気象条件，その他の  

自然条件の利用である。他地域には存在しないか，あってもその鼠が十分では  

ない一虐種類の自然資源（資源と有用鉱物）の利用は．特別の意義をもつ。  

u劫 CM・乱r・¢e葺rHH，Oco6eHHOCTHH如KTOpHpa3MeI皿eHH5ZOTPaCJIe蕗HapOA   
HOrOXO35IHCT甲CCCP．1960・Jl”TeJIeHKO，OcHOBHO丘rIOZくa3aTeJIb O6叫eCOrO3HO葺   
CrreIlⅦaJIE43aI研班H9Z（OHOMHtIeCIくHXpafioHOB，≪口JIafIOBOeXO3兄葺CTBa＞＞No．1，1963 

なお地域の専門化と総合性の指標紅ついてはキスタノフの論文が詳しい。   
CM・B・Bu KHCTaHOB，KoMIIJreIくCr［Oe pa3BHrHe HCr7eIIHaJm3al岬51ⅩO3見放CTBa   

9KOHOM朋円eCX班Ⅹpa録OHOB，1965，CTp・48－77 
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第2ほ地方の有能なカードルと地方の労働力資源の利用軋関連する優枚性で  

ある。   

第8は経済＝地琴的状況の優位催，特により有利な輸送条件の利用である0   

欝4ほ他地域に比べて僅かの追加投資で生産を拡大する可能性を生みだす現  

存の固定フォンドと関連せる優位性である。   

第5は技術的に．最も進んだ大企業での生産の集中化，専門化，およびコンビ  

ナ－ト化と関連せる優位性であり，そ・の最適規模はこの種の生産物に．たいする  

その地域の需要を超える。完全に専門化せる機械工場，化学コンビナ・一－トない  

し冶金コ∵／ピナートの最適生産規模ほ，しばしば－・地域でほ．なく，多くの経済  

地域の需要に．対応する。   

同一・生産物を異った■地域で生産するばあい，上述の優位性が利用されるかい  

なか軋よって労働支出と比投資に．相違が生れる。したがって，一足種類の生産  

物を生産するさいの地域特化の経済効率を決定するにほ，まず第1に．所与の生  

産物の生産に閲す・る社会的労働生産性の地域毎の差東を決点し，それと平行し  

で比投資の地域的差異を決定しなぐてはならない。このような作業を終ったあ  

とで，地域特化の経済効率を決定することができる。もっともこの分析はさら  

に時間要素の経済評価によって補充されなぐてほならない。すなわち地域の生 

産特化と地域間分業の結果えられる経済効果の準備，開発，実現のために必要  

な期間の長さを考慮すべきである。   

ところで，社会的労働生産性の地域的差異ほ，理論的に．は地域の生産物価値  

にもとづいて決定さるべきである。しかし現在のところ，価値計算が存在して  

いないから実際紅は価値関係を間接的に．表現する原価指標を利用せざるをえな  

い。所与の地域での一億種類の生産物のより低い原価それ自体は地域特化の経  

済効率を証明しほしない。低い原価ほ．この種の生産物をその地域紅おいて一組織  

する与との痙済的妥当性のみを証明するにすぎない。しか㌧同時紅この生産の  

規模紅関する問題ほいぜんとして明らかにほされない。プロブストの指摘して  

いるように，地域の生産特化というのは，地域本来の需要をこえる規模におい  

て－・定種類の生産物を生産することである。このような規模のもとでのみこの   
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地域ほ．，他地域の需要を保障し，地域間交換に参加することができる。地域の  

特化ほ．，もし生産物の原価とこの地域から他地域へのその輸送費が，それせ需  

要する他地域での同じ生産物の原価に比べて低廉となるようなばあいに，経済  

的に妥当とみなされる。すなわち，  

Pl十ゴアく二P2  （1）  

ここでPlは特化地域に．おける生産原価，P2は需要地域における生産原価，∫T  

は特化地域から需要地域への生産物の輸送費を示す。他地域一（濡要地）に・おけ  

る生産原価と輸送費の差の程度に応じて，特化地域における一億種類の生産物  

の生産の経済効率が決定される。この間題の解決ほ，需要される生産物の合理  

的な地域区分の決定と，特化地域の生産物の輸送の経済的な距離限界の決定と 

紅関連をもつ。   

所与の種類の生産物の合理的な需要地域の決定ほ，次のような方程式にもと  

づいてなされる。すなわち，  

Pl十方・r＝P望＋（エ・叫・孝）r  （2）  

ここでgほ特化地域において一生座される生産物の輸送距離限界を意味し，それ  

は次の（3）式のように計算される。  

P2十エ・アークl  
（3）  

∫＝†＝  
2r   

rほ単位生産物1キロメ・－トルあたりの輸送原価，エは生産地点間の距離を示  

す。   

所与の種類の生産物の各方面への輸送距離限界（範囲）と需要の最適な地域  

区分の決定は線型計画法の応用によって容易に解決される。   

需要の最適領域（輸送の最適範囲）の限界セは，特化地域の生産物原価は地  

地域に．おける・そ・の生産原価とこの領域内での任意の需要地点までの輸送原価に  

比べて低くなる。地域の生産特化の経済効果は，他地域の需要の充定のなめに 

向けられる生産物の生産と輸送とに要する労働支出の国民経済的節約にあらわ  

れる。そしてこの大きさは次の算式に・よって決零される。 

∂範＝P已＋且n・－（Pl＋∑n）   （4）   
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Plとヱrlほ樽化地域の生産物の生産と輸送の原価を，タ望と∫7；ほ非特化地域の  

生産物の生産と輸送の原価を示す。   

特化地域の生産物を他地域へ移出することに．よってえられる国民経済的な原  

価（理論的にほ，労働支出）の総節約額を実際に算定すること．の複雑さは，距離  

の異なる需要地点へ移出される生産物の経済効果が異なるために生ずる。算式  

（4）に・おける為十且nとPl■ト∑rlの大きさほ距離に応じて変化する。他地域へ移  

出される生産物の輸送距離が増大するにつれて，需要地点におけるその原価は 

増加し，特化地域の生産物原価（Pl）と非特化地域の生産物原価（為）との差ほこ  

の点で減少する。所与の生産物の生産地点に比較的接近して位置して－いる需要  

地点での節約ほ最大値となる。反対に．需要地点が最適需要領域把．どれだけ近づ  

くかに・よって節約ほ減少し，この領域の境界にある地点でほ．節約ほ．完全紅消滅  

する。というのほ．，そこでほ特化地域と非特化地域の生産物原価は互いに等し  

くなるからである。   

移出される生産物が限られた地点で集中的に需要されるのであれば，いま提  

起した問題ほ比較的簡単に解決される。このような状態ほ多くの生産手段の生  

産，特に・原料，燃料および半製品の生産に．とって特徴的であり，そ・の需要は比  

較的限られた地点もしくほ工業企業に集中されるのが普通である。このばあい  

にほ・，各地点毎に国民経済的節約の大きさを計静することができ，これを集計  

すると全地域の総節約額が求められる。ところが，移出生産物が広い地域に．分  

散して－需要されるばあいにほ，この問題をとくのはやっかいである。そめため  

紅ほ生産物の需要地域を多くの小地域に分割し，そ・の小地域毎に個別的に移出  

生産物単位あた・りの原価節約を計算し，そのあとで総節約額を求めなくてはな  

らない。   

地域の生産特化の結果えられる国民経済的節約の計算に（4）式を利用するばあ  

い，われわれはそこに理論的仮定がおかれていることを注意しなぐてはならな  

い。すなわち，特化地域における生産規模が変化するときでも，単位生産物の  

原価が一億不変とみなされるようなばあい紅のみこの式は適用可能なのであ  

る。実際紅ほ費用不変の状況は例外的であるから，このようなばあいたほ地域   
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の生産特化にもとづく国民経済的節約ほ．，（4）式軋よって計許される値よりも大  

きくなるか，またほ小さくならなくてほならない。   

特化地域の本来の需要をこえる生産規模の拡大は単位塵産物の原価低下を導  

く。そして普通生産規模の拡大ととも軋，単位生産物の支出の低下をもたらす  

いっそう強力で経済的紅．効率的な設備や機械やベルト・コンベア－を導入する  

可能性が生れる。生産規模の拡大に．ともなう生産物の低廉化ほ，関連生産およ  

び補助生産における支出の削減によっても，規模そのものの拡大に．よってもも  

たらされる。   

このような事実から判断するかぎり，地域の生産特化の経済効果の決定にあ  

たって服，特化部門の枠内でのみ痘接特化の経済結果を算定するのほ誤りであ  

る。地域の特化部門と他の多くの部門との間にほ．密接な相互関係や依存関係が  

存在することを考えれば，この地域の生産部門の全般に．わたって地域の生産特  

化の経済結果を検討しなぐてはならない。   

生産規模の拡大に．よって補助部門での労働支出の節約ほつねに．著しく，それ  

は特化部門において直接えられる節約をこえるはどである。   

地域の生産特化に．もとづく国民経済的な原価の節約は2つの部分からなる。  

第1ほ非特化地域での移入生産物に．よってえ．られる節約であり，この大きさは  

（4）式によって計算される。第2ほ．特化地域自体の内部でえられる生産物原価の  

低下による節約である。   

ところで，特化地域の本来の需要をこえる生産規模の拡大は，1一定の条件の  

もとでほ■地域内の本来の需要に対応せる生産規模のもとでの原価紅比して単位  

生産物の原価を高めるかも知れない。生産規模が拡大するにつれて，たとえば  

原料や燃料の採掘は以前よりは劣った経済指標をもつ産地もしくは地区を開発  

せざるをえなくさせる。生産規模の拡大に．ともなう生産物価値のとうきは，直接  

その生産物の生産においても，あるいほ関連部門での支出の増加によってもも  

たらされる。要するに．，特化生産物の生産の拡大は，地域の全企業の給水条件の  

悪化，地域資源の渦掲のために．，金程や原料や燃料等の供給条件の悪化を導く。   

国民経済的な視野から地域の生産特化の経済効果を決定しようとすれば，地   
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城の全部門総合体にとってこのポジティグな結果だけではなく，ネタガィヴな結  

果をもすべて．考慮紅いれるべきである。このようなばあいにほ，移入生産物に  

よってえ．られる非特化地域の節約（4）式から，特化地域自体の内部で需要される  

生産物部分の原価の上昇による損失を控除すべきである。   

数学的方法による生産物需要の最適地域区分，・その輸送の境界領域，したやミ  

って地域の生産特化の最適範囲に．関する決定ほ，生産規模に応じて原価が変化  

するほあいにほ理論的に．きわめてやっかいである。プロブストの見解では，こ  

のようなほ．るかに複雑な問題をとくに．ほ線型計画法ほ役立ちえないとされる。  

そこでかれは別の方法によってこの種の課題を実際的に．解決しようとする。そ  

の試みとほ次のようなものである。実際紅ほ原則として生産規模と単位生産物  

の原価との間に．は連続的な関数関係があるとはみられない。周知のように，原  

価は生産規模の増減の一億の飛躍ないし段階に対応して変化をとげるものであ  

る。所与の生産物の生産増加は新企業の建設と操業開始の結果生ずる。このこ  

とは生産増加の明確な飛躍を導く。生産物原価の本質的な変化は普通生産増加  

の大きい飛躍と関連して起る。このこ．とが，すべてこの生産高を生産規模とそれ  

によって修正される単位生産物現鱒価に依存する個々のグル十プに分っことを  

条件づきで可能とする。   

このように考えてくると，所与の生産物に．たいする需要の最適範囲の限界を  

決定するにほ．，この生産地点にとって－の生産物の平均原価でほなく，－雇の生  

産規模に対応せるいくつかのバリアソトに基礎をおくことができる。したがっ  

て，生産規模拡大の個々の段階は企業にとっては特殊な生産原価指標をもっ独  

自の企業として検討することができよう。このような条件のもとでは，生産物  

需要の最適地域の区分の決定問題は，原価が生産規模に応じて変化するばあい  

でも線型計画法に．よってとかれる。   

個々の地域ほ／地域間分業に参加するが，通常1種類の特化生産物でほなく，  

いぐつかの種類の生産物をもって地域間交換にはいる。地域の生産特化による  

原価の総節約額ほ，各種の特化生産物の個々の生産によってえられる節約の合  

計として決定される。   
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、  

∑∋∬＝∋瓜十∋だ望十∋仔8十‥ ＋∋だ搾  （5）  

ここ∴で∂だ1．∂〟望．∂だ＄等は．各種の生産物を個々に生産すること紅よってえられ  

る節約の大きさを示す。   

マルクスが指摘したように，分業と交換の結果，交換に・参加する両当事者は  

利益をうる。このような状態が地域間交換把．おいても完全にあてほまることほ  

いうまでもない。地域の生産特化ほ，特化生産物を他地域へ移出するだけでな  

く，他地域からその特化生産物を移入することになる。労働生産性の地域的な  

差異のため，個々の地域は本来の需要をこえる規模において1種類の生産物を  

生産し，同時に他地域において．効率的に生産される生産物の生産を断念する。  

特化地域からその生産物を移入することは，その原価（輸送費を考慮して）  

P2＋∑rが需要地域におけるその生産原価Plよりも低くなるばあいには経済  

的に．みて：妥当とされる。すなわち，  

タ1＞P2＋エア   

他地域から特化生産物を移入すること隼よって需要地域は，その他填での同  

一・生産物の生産原価と，他地域から移入せる生産物の原価（輸送費を考慮して）  

との差額だけ節約をうる。  

∂仔11＝Pl・－（ク2＋gr）   （6j   

個々のばあいにほ．，他地域からの特化生産物の移入ほ．移入他に・おけるその原  

価がはるかに低いばあいでさえも経済的に．は妥当とされうる。いま指摘した差  

額が本来の特化生産物の生産（移出）拡大によってえられる原価の追加的節約  

によって十分に相殺されるのであれば，このような状態が可能がである。これ  

は次のような例示で説明される。中央アジアで穀物をより安い費用で生産する  

ことが可能であるにもかかわらず，グォルガ流域地方もしくはカザフスタンか  

ら中央アジアへある種の穀物を移出することは経済的に．効率的であるとみられ  

る。なぜなら，穀物の移入によって中央アジアでほその穀物の生産よりもいっ  

そう効率的であるところの綿花を増産することが可能ととなるからである。し  

たがって，このような生産物の他地域からの移入に関する経済効率の条件は，  

それぞれ私通する固蕎の特化生産物の移出の結果えられる原価の節約をこえ．な   
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くてはならない。これほ．次の算式で示される。すなわち，  

∂」狐＝P2・・－・d（Pl＋T）   （7）  

この式で∂だ1は特化地域からの生産物の移出の結果え．られる原価の節約，  

△（Pl＋r）ほ地域内でのその生産原価と比較したばあいの他地域から移入され  

る生産物の生産と輸送との追加支出をあらわす。   

他地域から種々の生産物を移入する地域ほノ，移入される各種の生産物につい  

て個々に原価の節約をうる。他地域から移入されるあらゆる種類の生産物につ  

いての総節約額ほ．，個々にえられる節約の合計として決定される。  

ズ3だ11＝∂だ1・＋∋仔2十∂だ8＋・r －十∂仔殉  （8）   

個々の地域についでの生産特化転よる原価の節約ほ，他地域へ移出するため  

の本来の特化生産物の生産によってえられる節約と，他地域からの特化生産物  

の移入軋よってえられる節約とからなる。もちろん，このような節約の計算  

は，他地域の生産特化の結果えられる節約ときり離して，各地域の生産特化に  

よる原価節約を個々に検討するという条件のもとでのみ妥当するにすぎない。  

他・地域の特化効果ときり離して個々に検討される地域の生産特化の経済効果の  

決定は，いくつかの部分的な問題（地域内の大きさ）の解決にとっての例外と  

してのみ可能である。国民経済的規模でこのような接近方法をとると，重役計 み  

算はまぬがれない。つまり初めほ生産物の生産地域に．おいて，つぎにほ．こ．の生 

産物の需要地域においてというように，節約ほ二重に計算されるこ．と紅なる。  

こ．のような重役計算をさけるに．は．，結局のところ，特化生産物の生産による節  

約のみを各地域毎に．計算するか，特化生産物の生産（他地域への移出）の結果  

えられる節約と，他地域からその特化生産物の移入の結果えられる節約との総  

額の半分を計算するかしなければならない。この2つの方法は，国民経済的規  

模での地域間分業と地域の特化生産の経済効果を決定するさいには同じであ  

る。というのほ，理論的には．この2つの計算方法は同じ結果を導くはずである  

からだ。ただ各地域の生産特化の経済効果を個別的に決定するさいには，次の  

理由によって第2の討算方法が優位性をもつ。すなわち，特化生産物を他地域  

へ移出するさいにこの地域でえられる節約と，その特化生産物を他地域から移   
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入することによって．えられる節約との比率は本質的に・異なる。ある地域紅とっ  

ての特化生産物の移出による節約は，他地域から生産物を移入することに・よっ  

てえ．られる節約をかなり大きくこえる。個々の生産物を移出する効果は，さき  

浸．みたように，－・定の条件のもとでは負の大きさにさえなりうる。反対に他地  

域に．とってほ他地域からその特化生産物を移入するさいの節約は，それ自身の  

特化生産物の移出による節約を大きくこえるかも知れない。この比率ほ，節約  

の大きさそのものと同じように，個々の地域だけでほなく，個々の種類の生産  

物についてさえも異なる。だから，具体的な地域の生産特化の全般的な経済効  

果を決定するだけではなく，その生産特化の最適バリアソトを選択することが  

必要とされるのであれば，第2の計算方法ほ適切な解決のためのより正確な基  

礎をあたえ．ることができる。   

以上の説明で明らかにされた原価節約の算定をもつてしてほ．，経済的に．最も  

効率的な地域の生産特化バリアソトを論拠づけるにほ不十分である。原価の最  

大限の節約を保障するようなバリアソトは，同時により大きい，ないしは最大  

の資本支出を要求さえするからである。そのよ．うな観点からすれば，単位資本  

支出あたりの原価の節約が最大となるようなバリアン 

るとみなされる。したがって，最も効率的な地域の生産特化バリアソトを選択  

するにあたって－は，まずもって同じ生産物を生産するに必要な比投資を地域毎  

に決定しておかなくてはならない。どの地域において生産物の増加が投資の節  

約をもたらすか，反対に・どの地域に・おいて追加投資支出早雲するかを決定すべ  

きであって，比投資の算定はたんに生産だけではなく，輸送に．おいても必要と  

される。   

生産物原価の指標には支出される原料，燃料，資材の原価が含まれている。  

資本支出の指標が原価指標と対比できるためには，最終生産物の直接的な生産  

における資本支出だけではなく，関連生産での投資支出をも考慮常．いれなくて  

はならない。これはもとより投資効率算定のための必要な条件である。   

経済的に最も効率的な地域の生産特化バリアントを選択するための計算技術  

を簡便にす・る方法としては，いわゆる「計算支出」の方法が用いられる。周知   
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のようにり「計算支出」ほC＋点灯で示される。ことでCほ生産物原価，丘は投  

資効率係数，仔は単位生産物あたりの資本支出（比投資）をあらわす。この方法は  

経済的に最も効率的なバリアントの発見に．おける計算技術を簡単化する。さき  

佐説明された算式3，4，5，6および8に．おけるPlとア皇，Tlと了ちほそれぞれ原価で  

ほなく，C十見好に対応せる計算支出をあらわすものと理解されなくてはなら  

ない。このように考え．ると，所与の投資効率係数のもとで計算支出を最小化す  

るバリアソトが最適バリアソトというこ．とに．なる。確かに「計算支出」の方法  

に．よるバリアソトの選定は計算技術が簡便という点で魅力的であるが，この方  

法にもひとつの欠陥があるこ．とを忘れてはならない。その理由は次の点に帰す   

る。つまり投資効率係数は与えられるものでもなければ，法令できめられるも  

のでもなく，、あくまでも未知数なのである。これに関する理論的分析ほすでに 

ノポジロフに・よって詳細に行われている。国民経済的規模でこの方法を利用す   

るさいにほ，「計算支出」の最小化ほ所与の投資効率係数のもとでほその実現の  

ために社会的蓄積フヵ・ソドをこえる資本支出を必要とするかも知れない。結局  

のところ，経済効率の問題は所与の蓄積フォンドのもとで社会的労働生産性の  

最大限の向上を保障するバリアント発見の問題に帰着する。だから，「計算支  

出」の方法を正しく利用しよ．うと思えば，いくつもの投資効率係数を用いて－「  

計算支出」を算定することが必要である。種々の投資効率係数のもとで「計算  

支出」が最小となるバリアソトの計算結果を対比することに．よって，はじめて  

－虐の与えられた条件に・おいて最大の投資効率係数を保障する最適バリアソト  

を選択サーることができる。このような事情からみると，「計算支出」を補助的な  

計算手段として利用するこ・とほ，原理的紅ほ何ら新しいものをもたらすでもな   

く，最大の投資効率係数をもったバリアソトを直接的な方法によって決定する   

こ≒と原理的に・ほこ差がない。「計算支出」の方法にたいするプロブストの見解は  

以上に示されるとおりである9   

地域の生産特化の経済効果を決定する問題が以上ですべてつきるわけでほな   

い。これまでの説明はもっばら他の経済過程との関連なしに孤立的に地域の生  

産特化を対象としてきた。ところが，地域の生産特化は不可避的に地域のあら   
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ゆる生産総合体と密接に関連し，本質的に．その構造，その内的関連および発  
I  

展テンポに影響を及ぼし，したがってあらゆる総合体の経済効率軋影響を及ぼ  

す。地域の総合的発展とは，一・定の生産特化のもとで地域の全生産部門の発展  

の最適な釣合いを意味する。いままでのところでは個々の地域の特化の関連部  

門および補助部門紅及ばす影響の部分的な考慮のみがなされたにすぎない。現  

在のところ特化の間接的もしくほ派生的な効果さえ．も実際の計画化では利用さ  

れて－いないが，これだけでほなお十分とはいいがたい。理論的には地域の生産  

総合体の経済効率の決定へと進まなくでほならない。しかしソ連邦でほ．この問  

題ほほとんど理論的に解決されていないというのが実情である。  

む 

つい最近までは地域の生産特化に関する経済効率問題の検討といえば，その  

質的な評価紅限られていた。この間題の数量的な決定方法がソ連邦の経済学者  

に．よって提起されるに至ったのはここ2～3年のあいだのことである。これと  

関連して一興味があ一るのは．，さきに紹介されたプロブストの『地域生産組織の効  

率』である。この著書がまず第1紅問題としているのは地域特化の経済効率指  

標を比校評鼠するための算式を導くことに．あった。．地域の特化は次の条件のも  

とでのみ経済的に妥当とされる。さきに示したプロブストの算式をもう一度書  

くと，  

P2＞Pl十ズT  

のようになる。   

さらにプロブストほ，所与の生産物の生産におけるもろもろの地域の時化効  

率に関する問題の解決ほ，その需要の合理的な地域区分と関連し，その輸送の  

限界範囲の規定と関連する，と述べている。そして：ごれと，関連して需要P合  

理的な地帯（領域）と範囲を決定する算式を導いたこともすでにみたとおりで  

ある。   

地域の特化が，他地域への生産物の移出を導くだけではなく，他地域からの  

その移入をも導くこと紅なり，それによって一足の節約がえ．られる，とプロプ   
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ストは主張している。この点でかれの主張は正しいということができよう。特  

化にもとづく全般的な節約を決定するにあたって，プロブストほ特化部門の生  

産物の移出入における節約を加算している。しかしかれは地域内の生産目標の  

ための特化部門の生産物需要に．もとづく経済効果を余り考慮していない。この  

節約ほ他地域から受けいれる生産物の原価における節約よりも決して小さくな  

い。自己の特化部門の生産物にたいする地域内の需要量がますます増加して1、  

ることをあわせて考慮すべきである。具体的な例をあげて．－いえば，ウラルや西  

レベリアやククイナ・では鉄冶金は主要な特化部門のひとつに数えられている。  

ウラル地区の金属圧延の需要の確保は本来の生産によって1940年の54％から  

1960年に．ほ87％までに高まったし，西シベリア地区でほ．84％から50％に・増加  

した。これらの地区における金属圧延の絶対的な需要量ほ著しく増大した。ま  

たウクライナでほ1960年の金属圧延需要ほ本来の生産によって∴約90％だけみ  

たした。この例のように，地域内の生産上の必要によって．需要される各地域の  

金属圧延（ウラル＝87％，西シベリア＝50％，ウクライナ・＝90％）は，鉄冶金の  

特化効率を評価するさいに．ほ考慮されないのかどうか。プロブストのように，  

それを計算外とみなすのであれば，これほ真実の特化効率を歪めざるをえない  

であろう。地域の特化部門の経済効率を正しく決定しようとすれば，特化部門  

の移出される商品生産高部分だけではなく，この地域に残る部分についても考  

慮を払うべきであろう。   

このよう紅，プロブストが提案した地域の特化効率評価の方法には欠陥があ  
（1＄）  

る。かれは所与の地域における特化部門の全商品生産高でほなく，地域間の交  

換に参加する部分のみを選びだした。その点からみるかぎり，ブロブストが提  

案した地域の特化効率指標ほ必ずしも十分なものとはいえない。   

特化部門の生産物は原則として大規模な技術装備のすぐれた企業で大鼠生産  

される。そしてこれを基礎としていっそう高い労働生産性といっそう低い生産  

物原価が達成されるのである。これらの事実に即して考えるかぎり，プロブス   

（13）CM．3aKOHOMepHOC川H¢al（TOpbIpa3BHTH5I9KOrrOMHt7eCIくHX Pa葺OtiOB CCCP，  
1965，Crpハ 54 
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トの特化効率評価法ほ大きい欠陥を内包しているものとみないわけにほゆかな  

い。   

ところで，主要な部門や企業の特化効率ほ，地域の国民経済総合体の主要な  

効率基準でほ．あるが，唯一の基準でほない。それに．は主要な部門や企業に関連  

せる部門や企業の発展効率，その協同化とコンビナ・・－ト化，地方的意義をもつ  

部門や企業の効率をもつけ加えなくて．ほならない。問題ほ．いまあげたすべての  

部門の効率を簡単に加え合わせるといったものでほ．ない。当該地域の生産力の  

所与の水準，その経済＝地理的状況，自然資源の研究と利用，住民の就業率の  

もとで部門の最適結合の効率は少なからず重要な意義をもつ。   

経済効率の決定と関連する方法論上の問題を検討するにあたってほ，考慮す  

べき多くの要因紅よってひき起される困難を克服しなくてほならない。これら  

の要因のうちのいくつかのものほ数鼠的指標に．あらわすことが困難である。地  

域経済総合体の経済効率計算の方法ほ，その必要性がいっそう強まっているに  

もかかわらず，まだほとんど検討されていない。原因のひとつは疑いもな、くい  

ま指摘した点にある。   

最も単純な総合体の経済効率決定に．関する方法論上の問題解決ほ国民経済に  

おける投資効率決定法の検討と関連して－なされている。たとえば，これは大発  

電所の周辺把．つくられる局部的な総合体の問題である。この局部的な総合体紅  

おける投資効率決定の計算では次の諸指標，つまり総合体を構成する各要素の  

効率，総合体全体としての経済効率，総合体の異った構成要素間での投資配分  

等を勘案すべきである。経済総合体の各要素は，それを含めた支出がこの要素  

を除いた総合体の支出よりも低いかまたは等しいならば，十分効率的とみなさ  

れる。他方，総合体全体の経済効率ほ，総合体についての投資と費用の比較紅  

よっで決定される。局部的な総合体の形式が追加投資を必要とするのであれ  

ば，この追加投資の償還期間は経常支出の節約によって決定される。しかし地  

域総合体の効率決定法の検討において可能性の大きいのは，数学的方法の応  

用，とくに慮済地域の長期モデルの作成である。   

これに関連してネムチノフは次のようにいっている。「計画課題の基礎には部   
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門生産鼠，部門間の中間生産物の流れ，輸送と物賀的＝技術的供給に関する生  

産施設，部門間の設備の流れ，固定フォ・ンドと流動フォ・ンド等の絶対的な大き  

さに示される経済パラメーター体系が横たわっている。このデーターの基盤縞  

構成ほ．経済地域モデルを構成することを可能とする。一」   

経済地域の物質的財貨の生産と分配の構造に関する研究と計画化の董要な方  

法ほ，経済地域と地域間の生産物の生産と分配の部門間バランスである。ソ連邦  

の経済学老グル・－プは，経済地域のバランスに関する興味ある研究と地域計画  

化把おけるその応用とを試みている。現在のところ，このような研究ほ，ソ連邦  

科学アカデミー中央経済・数理研究所と同シベリア支部およびその他の機関の  

協同で行われて：いる。われわれの知るところでほ，これまでに15以上の経済■地域  

モデルが作成されている。またこれに．関する文献も数多く発表されている。代表  

的なものをあぼれば，ダダヤンとコスソフ共著の『計画計算の手段としての経済  

（14）                                     （15） 地域バランス』や，『経済地域の生産物の生産と分配の部門間バランス』がある。  
しかしこれの著作からも明らかなように，経済地域の部門間バランスほ，その  

重要性にもかかわらず，総合的な経済発展のすべて－の側面を包挿するものでほ  

ない。   

経済地域の経済総合体とその経済効率の計算のために．ほ特殊な方法を必要と  

する。経済・数学的方法を国民経済計画化の課題解決に適用しようとするばあ  

いに．生ずる最大の困難ほ．，国民経済の総合的課題を数学的用語に．おきかえるこ  

とにある。これほ．周知の方法では解決されえない。このことは，国展経済だけ  

でほなく，もっと多く地域経済総合体に．もあてはまる。地域鍵済総合体の経済  

効率の決定方法紅ついていえば，そ句個々の問題の予備的な評価がなされてい  

る紅すぎない。この間題の解明ほ今後に待つ外ないというのが実情である。  

u4）BいC．naA細HH B．BlKoccoB，6aJIa王iC9KOHOMHtleCIくOrOpa戌OHaKaf（CPeRCTZiO   
n刀aI寸OBuX paCt柁70B，1962 

u5）肌e〉KOTPaCJIeBO葺6aJraHC rIpOH3BOZ（CTZiaHpaCZ7PeAJ7eHH只rIPO且yK叩H9KOHOMH．   
qecIくOrO pa葺Of払1964   
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